
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

大洋州地域 

予防接種事業強化プロジェクト 

中間評価調査報告書 
 

平成 20 年５月

（2008 年） 

独立行政法人国際協力機構

人間開発部 



 



序     文 
 
大洋州諸国では、WHO（世界保健機関）／WPRO（西太平洋地域事務局）の技術支援のもと、

1977年から母子保健の向上を目的とした予防接種拡大計画（EPI）を実施してきており、2000年

にはポリオの根絶が宣言されました。その後も、大洋州諸国の多くは比較的高い予防接種率を保

ってきましたが、他方、ワクチン供給に関するロジスティクス、コールドチェーン資機材の維持

管理の脆弱さや、予防接種関連医療廃棄物を安全に廃棄することも新たな課題となっています。 
 

このような状況下、国際機関（WHO、UNICEF）及び二国間援助機関（AusAID、NZAID、

CDC、Japan）の協力のもと、大洋州諸国は地域におけるEPIプログラムの推進を目的として、

Pacific Immunization Programme Strengthening（大洋州予防接種プログラム強化：PIPS）を立ち上

げました。PIPSのメンバー国のうち、13の国、地域（フィジー諸島共和国、クック諸島、キリ

バス共和国、マーシャル諸島共和国、ミクロネシア連邦、ナウル共和国、ニウエ、パラオ共和国、

サモア独立国、ソロモン諸島、トンガ王国、ツバル、バヌアツ共和国）は、大洋州地域予防接種

事業強化プロジェクトを我が国に対して要請しました。これを受けて独立行政法人国際協力機構

（JICA）は、平成17年２月より５年間の予定で、本プロジェクトを実施してきました。プロジェ

クトは、大洋州地域における13の国と地域を対象として、ワクチン供給に関するロジスティクス、

コールドチェーン資機材の維持管理、人材育成、安全な予防接種を含むEPIプログラムの自立発

展を目的とした広域技術協力プロジェクトです。 
 
今般、プロジェクト期間の中間地点を迎え、その成果達成度を確認し、今後の活動方針を検

討するため、2007年11月に第１回目の調査団を、2008年５月に第２回目の調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開にあたって活用

されることを願っております。 
 
ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引

き続き一層のご支援をお願いする次第です。 
 

平成20年５月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 西脇 英隆 
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略 語 表 
 

 ABBREVIATIONS DESCRIPTION 

A AD Syringes Auto-disable Syringes 

 AusAID Australian Agency for International Development 

B BCG Bacillus Calmette-Guerin 

C CCM Cold Chain Monitor 

 CDC Center for Disease Control, Atlanta, USA 

D DTP Diphtheria, Tetanus, Pertussis vaccine 

E EPI Expanded Programme on Immunization 

F FPSC Fiji Pharmaceutical Services Centre 

 FSM Federated States of Micronesia 

H HBsAg Hepatitis B virus antigen 

 HepB Hepatitis B vaccine 

 Hib Haemophilus Influenza type B 

I IMR Infant Mortality Rate 

 IPV Inactivated Poliovirus Vaccine 

J JCC Joint Coordination Committee 

 JICA Japan International Cooperation Agency 

 J-PIPS Japanese support to Pacific Immunization Programme Strengthening 

M MCV Measles-continuing vaccine 

 MDGs Millennium Development Goals 

 MM Man Month 

 MMR Mumps, Measles, Rubella vaccine 

 MOH Ministry of Health 

N NIP National Immunization Programme（=EPI in each country） 

 NZAID New Zealand Agency for International Development 

O OPV Oral Poliomyelitis Vaccine 

 OVI Objectively Verifiable Indicators 

P PacELF Elimination of Lymphatic Filariasis Control Programme in Pacific Region 

 PCM Project Cycle Management 

 PCV Pneumococcal Conjugate Vaccine 

 PDM Project Design Matrix 



 ABBREVIATIONS DESCRIPTION 

 PIC Pacific Island Countries 

 PIF Pacific Island Forum 

 PIPS Pacific Immunization Programme Strengthening  

T TT Tetanus Toxoid Vaccine 

U UNFPA United Nations Population Fund 

 UNICEF United Nations Children’s Fund 

 USAID United States Agency for International Development 

V VII Vaccine Independent Initiative 

W WHO World Health Organization  

 WPRO Western Pacific Regional Office of WHO 

 



用語解説表 
 

用 語 解 説 

PIPS 

Pacific Immunization Programme Strengtheningの略。大洋州地域にお

ける麻疹制圧とB型肝炎対策を目的とした、WHO及びUNICEFを中

心とした予防接種事業の戦略策定及び調整の枠組み。大洋州地域22

の国・地域を対象とし、各対象国、WHO、UNICEF、AusAID、

NZAID、CDC、JICAが参加している。 

J-PIPS 
Japanese support to Pacific Immunization Programme Strengtheningの
略。「大洋州地域予防接種事業強化」プロジェクトの略称。J-PIPS
は、PIPS対象22カ国のうち13カ国を対象としている。 

PIPSパートナー 
PIPSに参加している国際機関及び二国間援助機関。WHO、UNICEF、
AusAID、NZAID、CDC、JICAを指す。 

PIPS会議 
WHO及びUNICEFが中心となり年に１度５月に実施される。22カ国

のEPIマネジャークラス及びPIPSパートナーが一同に会し、域内に

おける予防接種事業のレビューと今後の戦略を協議する会議。 

地域研修 

プロジェクトが中心となり年に１度実施している。国内研修の指導

者育成を目的とした、13カ国のEPI実務者を対象とした研修。研修

はEPI担当者を対象とした「EPIマネジメントコース」と、コールド

チェーン技術者を対象とした「コールドチェーン管理コース」から

構成される。 

国内研修 
地域研修修了者が各国へ帰国した後、指導者となって実施する各国

のEPI強化のための現地国内研修。 

PIPS月例会議 
PIPSパートナー及びフィジー保健省が参集し、フィジーにて毎月実

施している情報共有と調整のためのドナー会議。 

コールドチェーン 
インベントリーシート 

コールドチェーンの設置状況、故障の有無、更新予定時期を記した

一覧表を指す。これにより、コールドチェーンの更新時期や必要数

を把握することが可能となる。 
 



 



評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：大洋州地域13カ国（フィジー諸

島共和国、クック諸島、キリバス共和

国、マーシャル諸島共和国、ミクロネ

シア連邦、ナウル共和国、ニウエ、パ

ラオ共和国、サモア独立国、ソロモン

諸島、トンガ王国、ツバル、バヌアツ

共和国） 

案件名：大洋州地域予防接種事業強化プロジェクト

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 協力金額（評価時点）：約4.68億円 
全体協力期間の協力金額（計画）：約6.5億円 
相手先機関：大洋州13カ国の保健省（フィジー諸島

共和国、クック諸島、キリバス共和国、マーシャル

諸島共和国、ミクロネシア連邦、ナウル共和国、ニ

ウエ、パラオ共和国、サモア独立国、ソロモン諸

島、トンガ王国、ツバル、バヌアツ共和国） 
国内協力機関：国立大学法人長崎大学 

協力期間 R/D 
2005年２月15日～ 
2010年２月14日 
（５年間） 

他の関連協力： 
無償資金協力「フィジー諸島共和国 新医薬品供給

センター」 
医療特別機材、ボランティア事業 

１－１ 協力の背景と経緯 
大洋州では、世界保健機関（WHO）／西太平洋地域事務局（WPRO）の技術支援のもと、

1977年から母子保健の向上を目的とした予防接種拡大計画（EPI）を実施しており、特にポリ

オの根絶を推進した結果、2000年には大洋州においてポリオ根絶が宣言された。2003年に

WPROは、ポリオに続く重要疾患として麻疹とB型肝炎をあげている。大洋州では、DTP三種

混合（ジフテリア、破傷風、百日咳）ワクチン、ポリオワクチンの予防接種率は、1995年以降

80％以上の水準に達している。他方、予防接種率のさらなる向上を図るうえで、ワクチンロジ

スティクス（ワクチンの必要量の算出、適切な時期のワクチンの調達、適切な温度下でのワク

チンの管理）及びコールドチェーン維持管理の脆弱さが指摘されていたほか、使用済み注射

針・注射器を安全に廃棄することも新たな課題となっていた。 
このような課題に対し、2004年３月、ニュージーランドのオークランドで開催された

WHO/UNICEF合同ワークショップでは、大洋州各国政府、WHO、UNICEF、オーストラリ

ア、ニュージーランド、米国、日本をはじめとする各国際機関及び二国間援助機関が、前述し

た課題の解決に向けて、予防接種プログラムを活性化するための「大洋州予防接種プログラム

強化（PIPS）」を宣言した。これを受け、日本はPIPSの枠組みのもとで、大洋州地域13カ国を

対象として、「ワクチン管理」「コールドチェーン管理」「安全予防接種」に関する地域研修

の実施、13カ国・地域のEPI政策・計画向上のための支援、EPI活動従事者の育成を通じた協力

を実施することとなった。 
 



１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

対象地域におけるすべての子供が、各国で設定した予防接種スケジュールに則した効力

のあるワクチンにアクセスできる。 
 

（２）プロジェクト目標 
大洋州予防接種プログラム強化（PIPS）の概念に基づき、すべての国・地域が、ワクチ

ン、コールドチェーン、医療廃棄物の安全廃棄を含む安全注射を中心としたEPIプログラ

ムを独自で運営できるようになる。 
 

（３）成 果 
１）フィジーにワクチン管理・コールドチェーン管理及び安全な接種管理に関する研修コ

ースが実施される。 
２）大洋州地域内にワクチン管理・コールドチェーン管理及び安全な接種管理に関する地

域訓練のしくみが設置され、機能する。 
３）ワクチン必要量計算、ワクチン管理、コールドチェーン管理体制が各国・地域で改善

される。 
４）「安全な接種」及びEPI関連廃棄物の処理に関する管理が各国・地域において改善され

る。 
５）EPIのアウトリーチ活動が各国・地域で改善される。 
 

（４）投入（評価時点） 
１）日本側 

専門家：  計124.2人／月 
機材供与： ワクチン保存用冷蔵庫、ワクチン、医療廃棄物用焼却炉、車両 
研修：   フィジーにおける地域研修参加者81名 
現地活動費：74,709千円 

２）相手国側 
（フィジー） 

カウンターパート人員の配置：７名 
プロジェクトオフィスの提供、国内研修費用の一部 

（その他12カ国） 
フォーカルパーソンの配置：各国につき約２名 
国内研修費用の全部または一部 

２．評価調査団の概要 

担当分野 氏 名 所 属 

総 括 渡部 晃三 国際協力機構人間開発部保健行政チーム チーム長 

予防接種拡

大計画 
佐藤 芳邦 世界保健機関西太平洋地域事務局 医務官 

評価計画 加藤 綾子 国際協力機構人間開発部母子保健チーム 職員 

調査者 （１） 

評価分析１ 城戸 千明 システム科学コンサルタンツ㈱ 



（２） 評価分析２ 村松 啓子 システム科学コンサルタンツ㈱ 

総 括 小林 尚行 国際協力機構人間開発部母子保健課 課長 （３） 

評価計画 加藤 綾子 国際協力機構人間開発部母子保健課 職員 

調査期間 （１）2007年11月10日～11月21日 
（２）2008年２月９日～２月29日 
（３）2008年５月11日～５月21日 

評価種類：中間評価 

３．評価調査団の概要 

３－１ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

2004年３月、大洋州各国及びWHO、UNICEF、オーストラリア、ニュージーランド、米

国、日本は「大洋州予防接種プログラム強化（PIPS）」を開始した。本プロジェクトの上

位目標である「対象地域におけるすべての子供が、各国で設定した予防接種スケジュール

に則した効力のあるワクチンにアクセスできる」及びプロジェクト目標の「PIPS（大洋州

予防接種プログラム強化）の概念に沿い、すべての国・地域が、ワクチン、コールドチェ

ーン、使用済み注射針・注射器の安全廃棄を含む安全予防接種を中心としたEPIプログラ

ムを独自で運営できるようになる」は、予防接種プログラムに関するPIPSの戦略、沖縄感

染症対策イニシアティブ、保健MDG達成に向けた日本の「保健と開発」に関するイニシ

アティブにも沿っている。また、プロジェクトの最終的な便益者である５歳以下の子供及

びターゲットグループである予防接種プログラムに従事する保健医療行政官やサービス提

供者のニーズにも合致していることから、対象国のニーズからみたプロジェクトの妥当性

は高いといえる。 
 
（２）有効性 

事前評価調査時の計画に沿って、ワクチン管理、安全注射、コールドチェーン整備の３

分野に関して年１度の地域研修（指導者育成研修）が３年間実施された。フィジー、トン

ガ、ソロモン、バヌアツ等の国では、地域研修の修了者が単独で国内研修の講師を務める

ことも可能な水準に達している。一方、一部の国ではさらに国内研修指導者の能力を強化

し、各国において自立的に研修が実施されるよう体制を確立する必要がある。 
また、プロジェクト開始から本調査時までの間、11カ国において国内研修が開始され、

残り２カ国についても2008年度より開始予定である。国内研修の実施により、EPIの実施

を担うヘルスセンターの看護師の意識や技術の向上が進んでいる。 
プロジェクト開始前は、ヘルスセンターレベルにおけるコールドチェーンの実態が把握

されていなかったが、プロジェクトによる調査と指導の結果、各国でコールドチェーンイ

ンベントリーシートが整備された。これに基づき、2007年に５年間を計画期間とするコー

ルドチェーン資機材整備計画が策定されており、これも本プロジェクトによる大きな成果

の１つである。同計画に基づき、EPI冷蔵庫をはじめとする機材整備が進められている。

機材整備に加え、国内研修の実施によって、冷蔵庫を扱う看護師の維持管理能力や、故障

に対応する技術者の能力が向上したことにより、コールドチェーンの維持管理は改善され

ている。 
プロジェクトによるこれらの成果を反映し、いくつかの対象国における予防接種率は改

善しており、プロジェクト目標である予防接種率の改善〔すべての国において予防接種率

を80％以上、麻疹ワクチン（２回）のカバー率を95％とする〕は達成される見込みが高



い。これに伴い、地域全体の目標である、2012年までの麻疹制圧計画についても達成が期

待される。 
 
（３）効率性 

プロジェクトは、1996年から開始された医療特別機材や2004年に無償資金協力により行

われたFPSC整備の後を受けて開始されており、他のスキームによる過去の投入が効率的

に活用されている。また、13カ国を対象とする広域プロジェクトとして、共通のカリキュ

ラムで同時に地域研修を実施していること、地域研修が指導者育成式をとっている点は効

率性を高めた。他方、対象各国のニーズは多様化してきているため、個別の課題に対応す

るためのアプローチを検討する必要がある。 
PIPSの枠組みに基づき、ドナー協調を進めながらプロジェクトを実施したことは、ドナ

ー間の支援の重複を避けるうえでも重要であり、対象13カ国におけるEPIプログラム推進

における効率性を高めたと考えられる。また、プロジェクトオフィスが他ドナーのオフィ

スが集まるフィジーのスバに置かれたことにより、各ドナーとの連携体制が効率的に構築

された。 
対象国からは、コールドチェーン機材・工具をはじめ、ボートや通信機などアウトリー

チに必要な機材の投入に対するニーズが非常に高く、これらが確保されればプロジェクト

の成果を一層高めることができたものと想定されるが、プロジェクトの投入は必要最小限

に抑え、主にコールドチェーン、ワクチン、医療廃棄物用焼却炉、アウトリーチ用の車両

に集中させた。一部の機材調達の遅延がスケジュールに影響を与えたが、こうしたなかで

日本のNGO（ロータリークラブ）によるコールドチェーン機材の供与は迅速に行われる

など、関連協力機関との連携したプロジェクト実施により、活動は概ね計画どおりに実施

された。 
 

（４）インパクト 
地域研修の認知度は対象13カ国以外にも広がっており、2006年の第２回地域研修にはア

メリカンサモア、トケラウからの参加者を受け入れた。また、ソロモン、ミクロネシア、

マーシャルからは自国経費による追加参加の要請もある。2007年11月の第３回地域研修に

は、2006年に引き続きアメリカンサモア、トケラウの２カ国のほか、パプアニューギニア

からの参加者も受け入れた。 
地域研修で養成された国内研修指導者は、自国での国内研修の実施のみならず、さらに

活動の幅を広げ、対象国に広範なインパクトをもたらしている。フィジーのEPIコーディ

ネーターは、2007年より、スバの看護学校のカリキュラムに地域研修で学んだワクチン管

理・コールドチェーン維持管理の授業を加え、卒前教育にEPIの研修を取り入れた。 
EPIコーディネーターのほか、母子保健担当も兼任するトンガのカウンターパートは、

本プロジェクトの地域研修において習得したワクチン管理・コールドチェーン維持管理に

関する知識を国内の母子保健の研修に活用し、地域研修の成果の普及に努めている。ま

た、同じくトンガにおいて、地域研修の修了生が医療廃棄物の効果的な集配システムを構

築している。担当者は、以前日本で医療廃棄物処理を学んだ帰国研修員であり、本邦研修

の経験がシステム構築に有効に活用されたと考えられる。トンガの医療廃棄物の集配シス

テムは、他国のモデルとしても活用可能な優良事例である。 
今後は域内での連携強化及び人的資源の有効活用に向けて、各国の経験や人的資源の共

有を促進していくことも考えられる。 



各国の関係者やドナーは、本プロジェクトによる代表的な成果は、「コールドチェーン

の整備」であると認識している。これにより、対象13カ国において日本の援助に対する意

識が高まっており、過去の特別医療機材供与についても、日本の援助であることが再認識

されるようになった。 
 
（５）自立発展性 

プロジェクトの活動は、PIPS会議を通じた各国のEPI計画の策定・モニタリング能力強

化のほか、地域研修を通じた人材育成と、その修了者による国内での知識の普及（国内研

修の実施）の体制構築の支援を中心としている。このうち、各国のEPI計画の策定・モニ

タリング能力強化に関しては、当初予定していた活動の一部は中間評価時点では取り組ま

れておらず、今後一層の強化が必要である。 
地域研修を通じた人材育成については所定の成果が確認されており、今後は国内研修の

体制構築に対する支援を強化していく必要があると考えられる。他方、各国いずれも自主

財源は乏しく、ドナーの資金が手当てされれば、その予算規模に応じて研修が実現すると

いう状態であり、財政面での自立発展性の確保は困難な状況である。当面はPIPSパートナ

ーからの経済的支援が必要と判断される。 
地域研修の財政的自立発展性に関しても、一部の国においては研修予算確保に取り組ん

でおり、また、対象13カ国以外の国が独自の予算で地域研修に参加するなどの努力は行わ

れているが、大多数の国においては予算確保が困難な状況である。予防接種に関し、従来

からのワクチンに加え、五種混合（ペンタバレン）などの新型ワクチンの導入が世界的に

行われており、これらの新型ワクチンの単価が高額であることなどから、予防接種事業に

対する予算確保は大洋州地域においても厳しい状況であり、国際機関や他ドナーがこれま

でにも継続して支援を行ってきている。対象国による地域研修の予算確保については、現

実的には今後も見通しは難しい状況であり、当面ドナーによる継続的支援が必要と判断さ

れる。 
大洋州地域では医療関係者の人材流出が深刻な問題である。国外への人材流出はプロジ

ェクトではコントロールできない部分だが、一方、プロジェクトでは人材を補うための努

力が行われている。たとえば、予防接種活動の担い手となるヘルスセンターの看護師につ

いて、フィジーでは人材の流出もある一方で、常に新卒者の受入れもあるため、卒前教育

の段階において看護学生にEPIの知識を習得させることを目的として、2007年よりフィジ

ーの公立看護学校の授業にコールドチェーン管理の講義が組み入れられた。この実現にあ

たっては、フィジーカウンターパートの尽力が大きかった。 
 
３－２ 効果発現に貢献した要因 

PIPSの枠組みにおいてプロジェクトを実施したことにより、PIPSパートナーとの連携体制が

確保されたことが効果の発現に寄与した最大の要因であった。PIPSパートナーとはPIPS月例会

議の実施により緊密な情報交換が行われ、良好な協力関係が構築されている。こうした体制の

構築により、WHO、UNICEFの専門家が地域研修に講師として協力しているほか、PIPSパート

ナーが主催する研修にJ-PIPSの専門家が講師として招かれるケースも増えている。また、2006

年２月末に発生したフィジーでの麻疹のアウトブレイクの際、プロジェクト専門家はPIPSパー

トナーとの連携のもとに迅速な対応を行っており、こうした姿勢は各国から高く評価されてい

る。 
JICAの他の協力事業や他国の人材との連携も効果発現に寄与している。技術協力プロジェ



クト「フィジー国地域保健看護師現任教育」の専門家は、本プロジェクトの地域研修の講師と

して、国内研修の計画策定に関する指導を行った。また、広域案件である本プロジェクトで

は、プロジェクトオフィスのあるフィジー以外の国における国内研修の支援が容易ではなかっ

たが、トンガ、マーシャル、バヌアツ、ナウルの各国では、協力隊、シニアボランティア、国

連ボランティアとの連携により活動の促進が図られた。 
 

３－３ 課 題 
プロジェクト開始１年目において、フィジーのカウンターパートが海外に職を得て移動した

ことは、プロジェクトの円滑な活動に影響を与えた。ただし、その後任として配属された人物

は、地域研修の講師を務めるなどプロジェクトの中心的な役割を果たしている。 
対象国13カ国のうち、７カ国は人口が10万人に満たず、保健省の人材も限られている。こう

した国では専任のEPIコーディネーターではなく、他の業務を兼任する人材がカウンターパー

トとして配置される場合が多い。カウンターパートが他の業務との兼任者である場合、他の業

務のために多忙であることに加え、専任のEPIコーディネーターと比較して専門知識や業務上

のモチベーションが不十分であることが多く、専任のEPIコーディネーターを配置している国

と比較すると、国内研修がスケジュールどおりに進まないという問題が生じている国もある。

ただし、トンガではカウンターパートがEPIコーディネーターと母子保健担当を兼務している

ことにより、国内で母子保健分野の研修を行う際、本プロジェクトによる地域研修の知識を活

用して波及効果をもたらしているという事例もあり、カウンターパートが他の業務を兼務して

いることがプラスの成果につながる場合もある。 
また、本プロジェクトにおいては、アウトリーチのための計画策定や研修実施を支援してい

るが、対象国の多くではアウトリーチのために必要な移動手段（車、ボート）や人材、通信手

段が不足しており、円滑なアウトリーチ活動を展開していくうえで支障となっている。 
 
３－４ 結 論 

プロジェクト活動の結果、ワクチン管理及びコールドチェーン整備におけるインパクトが認

識されており、コールドチェーン整備のための基本情報として導入されたコールドチェーンイ

ンベントリーは、PIPSパートナーとも共有され有効に活用されている。 
また、過去３回にわたり実施された地域研修は、国内研修の指導者育成という点で着実な成

果を出しており、対象国及びPIPSパートナーから高く評価されている。今後は、地域研修で養

成された国内研修指導者による国内研修の支援にプロジェクト活動の焦点をあてるとともに、

保健省の計画・モニタリング能力の強化を図り、各国保健省による国内研修の運営能力を高め

ていく必要がある。 
 

３－５ 提 言 
（１）対象国のニーズは多岐にわたるため、地域研修で対応できる範囲には限界がある。個別

のニーズへの取組みを強化する必要があるため、プロジェクトは、引き続き国内研修の質

の向上を図るための教材作成をはじめとした技術的な支援の提供により、各国の国内研修

の実施を支援することが望まれる。 
 
（２）各国におけるEPIの計画・モニタリング能力の向上及びコールドチェーン管理について

の活動の強化を図り、自立発展性を促進することが求められる。 
 



（３）地域研修の自立発展性確保のため、各国はより積極的に地域研修のコストシェアリング

の措置を講じることが求められる。 
 
（４）プロジェクトは、PIPS月例会議（PIPS Monthly Meeting）の技術作業部会（Technical 

Working Group）と協議のうえ、PIPS月例会議地域研修の事務局機能に関する具体的事項

（役割、目的、メンバー、費用負担など）と運用計画を策定することが必要である。 
 
（５）これまではプロジェクトが中心となって研修を運営してきたが、プロジェクト終了を見

据え、今後はこの機能をPIPSに移行していくことが必要である。地域研修は大洋州地域の

予防接種実施状況やその課題を踏まえて、内容をその都度改善していくことが望ましいこ

とから、PIPSの一部として事務局的機能を持たせることが有効と考える。これについて

は、既存の組織の中で対応することが望ましいと思われる。2009年度PIPS会議での正式承

認を目標として、事務局的機能の具体化案と運用計画について、PIPS月例会議にて継続協

議していく必要がある。 
 
（６）地域研修も３年目を迎え、大洋州地域の予防接種事業に関するニーズが変化しているこ

とから、ニーズを把握したうえで、地域研修の目的やカリキュラムを直し、研修コースの

特性に応じて参加者の推薦基準を明確にし、戦略的な研修運営を行う必要がある。 
 

３－６ 教 訓 
本プロジェクトでは、PIPSの枠組みに基づき、WHO/UNICEF及びJICAをはじめとするドナ

ーが連携してEPIプログラムの推進に取り組んだ。フィジーで行われているPIPS月例会議で

は、各国の支援の調整が図られるとともに、専門家の知見の共有が進み、援助の重複が避けら

れ効率的な支援が行われた。 
さらに、本プロジェクトは13カ国を対象とする広域案件であり、限られた投入により指導者

養成を行い、その指導者による国内研修を通じて、各国におけるワクチン管理能力の改善やコ

ールドチェーンの整備といった成果をもたらしている点でも効率性が高かった。 
各国の指導者による国内研修の実施の際には、日本人専門家が各国に渡航し、研修運営の支

援が行われている。日本人専門家が地域研修のフォローアップを行うことにより、指導者の技

能が向上し、国内研修の質の向上に貢献したものと評価される。 
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医薬品供給センター

内部 

フィジーカウンターパート

によるプロジェクト進捗状
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調査団との協議 

＜トンガ＞ 

保健所外観 保健所  
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ルドチェーン 

コールドチェーンに

プロジェクトで作成

したワクチン保管の

ガイダンスが添付さ

れている 

＜ソロモン＞ Rove Clinic 保健センター 

保健センター前景 予防接種を待つ親子 
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連邦中央倉庫 
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第１章 調査概要 
 
１－１ 調査背景と目的 

本プロジェクトは、大洋州諸国の予防接種事業の強化を目指し、国際機関（WHO、UNICEF）
及び二国間援助機関（AusAID、NZAID、CDC、JICA）が協力する地域全体の戦略「大洋州予防

接種プログラム強化（Pacific Immunization Programme Strengthening：PIPS）」のもとに実施され

る協力事業である。プロジェクトは大洋州地域13カ国※を対象とし、コールドチェーン管理、ワ

クチン管理、安全注射と廃棄物処理の３領域における協力を通して、各国の予防接種プログラム

の運営能力強化を目指し、2005年３月より５年間を協力期間として開始された。 
このように、プロジェクトは複数国を対象としていること、かつ複数の国際機関及び二国間

援助機関との連携により実施している事業であり、関係機関も多いために合意形成に時間を要す

ること、活動が広範囲にわたることから、中間評価調査は2007年11月から2008年５月までの７カ

月間にわたり実施した。 
2007年11月には、フィジー及びトンガを対象とした現地調査を実施し、その後2008年５月ま

での間に、同現地調査結果を踏まえて作成した質問票による調査と、ソロモン、バヌアツ、ミク

ロネシアにおけるコンサルタント団員による調査を実施した。また、年に１度プロジェクト対象

13カ国を含む大洋州各国のEPIマネジャー及び全PIPSパートナーが参集し、大洋州地域における

予防接種事業の戦略を協議するPIPS会議がWHO/WPROの調整により開催されているが、同会議

は本件協力と不可分の関係にあり、かつ本プロジェクト関係者が多数参加することから、プロジ

ェクトの今後の活動方針を協議するためには好機であるため、2008年５月にクック諸島にて開催

されたPIPS会議に調査団を派遣し、関係者と調査結果の共有と今後の方針について協議を行った。 
なお、対象13カ国及びPIPSパートナーとの合意形成のため、PIPS会議の前に参加者に対して

評価報告書のドラフトを送付し、会議の場にて報告書の記載事項に基づいて協議を行った。協議

後、調査団は協議結果を踏まえて報告書の内容を修正し、対象13カ国及びPIPSパートナーに対し

て修正案を送付した後、先方政府からのコメントを取り付けたうえで報告書の最終版を確定した。 
※フィジー諸島共和国、クック諸島、キリバス共和国、マーシャル諸島共和国、ミクロネシア連

邦、ナウル共和国、ニウエ、パラオ共和国、サモア独立国、ソロモン諸島、トンガ王国、ツ

バル、バヌアツ共和国 
 
１－２ 調査の方法 

以下の手法により評価を行った。 
 
（１）PDMにあらわされたプロジェクトの計画と現状とを、立証可能な指標データ及び関連情

報に基づいて比較した。 
 
（２）質問票調査 

対象国13カ国及び専門家を対象として事前送付し、事前に回答を回収、あるいは現地調

査時に時間を確保して回答を得た。 
 

（３）インタビュー調査 

－1－



  

（４）直接観察 
 
（５）評価５項目による評価 

評価５項目 評価の主な視点 

１．妥当性 
Relevance 

プロジェクト目標や上位目標が受益者のニーズに一致しているか、

問題や課題の解決策として適切か、プロジェクトの戦略・アプロー

チは妥当であったか、相手国の開発課題との整合性、日本の援助政

策との整合性、プロジェクトのログフレームは妥当か、といった

「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

２．有効性 
Effectiveness 

プロジェクトの実施により、直接的に受益者に便益がもたらされて

いるのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 

３．効率性 
Efficiency 

アウトプットの達成度は目標値に照らして適切か。アウトプットの

達成度は投入（コスト）に見合っていたかを問う視点。 

４．インパクト 
Impact 

プロジェクト実施によってもたらされる、長期的、間接的効果や波

及効果を見る視点。 

５．自立発展性 
Sustainability 

援助が終了しても、プロジェクト目標、上位目標などプロジェクト

が目指していた効果は持続する見込みがあるかを問う視点。 
 

以下に調査のプロセスを記す。 
 

2007年11月（地域研修と時期を重ねて実施） 
              
 
 
 
 

2008年１月～３月 
 
 
 
 
 
 

2008年５月（PIPSワークショップと時期を重ねて実施）         
 
 
 
 
 
 
 
 

第二次中間評価調査 
目的は、対象国及びPIPSパートナーへの調査結果の報告とプロジェクトの今後の活

動方針に係る合意形成。第一次中間評価調査及び質問票回答の分析結果を踏まえてま

とめた調査結果報告書及び今後の検討課題は、PIPSワークショップにて関係者と協議

した。報告書（提言を含む）は同協議結果を踏まえて修正し、対象国及びPIPSパート

ナーの承認を得たうえで最終版を確定し、対象国及びPIPSパートナーへ送付した。 

第一次中間評価調査  

フィジー及びトンガへの現地調査。目的は調査方針の確定と、地域

研修参加者を通した調査方針に係る対象国への説明。 

質問票の送付、回収、分析及び追加現地調査 

13カ国への質問票送付。コンサルタント団員によるソロモン、バヌア

ツ、ミクロネシアへの追加現地調査によるインタビュー方式の調査。 
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１－３ 調査団構成 

（１）2007年11月 

担 当 氏 名 所 属 

総 括 渡部 晃三 国際協力機構人間開発部保健行政チーム チーム長 

予防接種拡大計画 佐藤 芳邦 世界保健機関西太平洋地域事務局 医務官 

評価計画 加藤 綾子 国際協力機構人間開発部母子保健チーム 職員 

評価分析１ 城戸 千明 システム科学コンサルタンツ㈱ 

 
（２）2008年２月 

担 当 氏 名 所 属 

評価分析２ 村松 啓子 システム科学コンサルタンツ㈱ 

 
（３）2008年５月 

担 当 氏 名 所 属 

総 括 小林 尚行 国際協力機構人間開発部母子保健課 課長 

評価計画 加藤 綾子 国際協力機構人間開発部母子保健課 職員 

 
１－４ 対象プロジェクト概要 

大洋州では、WHO/WPROの技術的支援のもと、1977年から母子保健の向上を目的とした予防

接種拡大計画を実施している。1992年からは疾患の根絶・制圧により重点をおき、特にポリオの

根絶を進めた結果、2000年には大洋州においてポリオの根絶が宣言された。2003年にWPROは、

ポリオに続く重要疾患として麻疹とB型肝炎を掲げている。 
大洋州では、DTP三種混合（ジフテリア、破傷風、百日咳）ワクチン、ポリオワクチンともに

予防接種率は1995年から80％を保っており、1997年からはB型肝炎ワクチンの定期予防接種への

組み込みなど、順調にEPIプログラムを進めている。他方、ワクチン管理（必要量の算出、適切

な時期のワクチン調達、適切な温度下でのワクチンの管理）及びコールドチェーン資機材の維持

管理の脆弱さが明らかにされている。また、EPIプログラムの推進に伴い、予防接種機器（注射

針、注射器）を安全に廃棄することも新たな課題となっている。 
この現状を改善すべく、2004年１月、WHOの主導により、UNICEF、日本、オーストラリア、

ニュージーランド、アメリカ合衆国、太平洋諸島連合からの代表がフィジー諸島共和国で会合し、

本地域でのドナー調整機能を含むEPI計画の戦略を策定するための枠組みとして、PIPSの組織化

に合意した。この合意に基づき、大洋州地域22カ国がPIPSへの参加を表明し、日本に対して

PIPSの枠組みに基づいた技術協力プロジェクトを要請することとなった。 
 
プロジェクトは、PIPSの戦略に基づき、各国が独自にEPIプログラムを運営できるようになる

ことを目的として、13カ国を対象として、2005年２月から2010年２月までの５年間にわたり実施

されるものである。 
ワクチン管理、コールドチェーン維持管理、安全な予防接種は、地域における共通の課題で
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あることから、これらの課題に取り組むための方法として、プロジェクトは年に１度の地域研修

を実施し、地域研修修了者が帰国後に国内研修の指導者となって、各国におけるEPIプログラム

の運営管理能力の向上を図ることを支援してきた。 
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第２章 調査結果 
 
２－１ 投入実績 

プロジェクト開始時から中間評価調査実施時までに、日本側より、専門家延べ124.2人／月、

機材供与91,919千円、ローカルコスト（現地活動費）74,709千円、総額約468,879千円の投入がな

された。 
プロジェクト開始時（2005年２月）から、本調査実施時（2007年９月）までの期間中に派遣

された専門家の派遣期間は表２－１のとおりである。なお、詳細は付属資料７のとおりである。 
 

表２－１ 専門家派遣実績 

予算年度 2004 2005 2006 2007 

専門家派遣期間（人／月） 1.0 37.1 45.9 40.2 

 
 プロジェクト開始時から本調査実施時までの期間中に、供与した機材の総額は91,919千円であ

る。概要は表２－２のとおり。なお、詳細は付属資料８のとおりである。 
 

表２－２ 供与機材費 

年度 金額（千円） 主な機材 

2005 49,618 

 

ワクチン保管用冷蔵庫、冷蔵庫スペアパーツ、アイスパック、車両、

ワクチンキャリアー。 
2006 9,428 Hibワクチン、使い捨て注射器、ワクチン保管用冷蔵庫。 

2007 32,873 ワクチン保管用冷蔵庫、冷蔵庫スペアパーツ、アイスパック、車両、

ワクチンキャリアー、Hibワクチン、使い捨て注射器。 
 
 プロジェクト開始時から、本調査実施時までの期間中に支出したローカルコスト（現地活動

費）の総額は74,709千円であり、概要は表２－３のとおり。 
 

表２－３ 現地活動費 

年度 金額（千円） 主な活動 

2004 106 

2005 22,455 

2006 26,041 

2007 26,107 

地域研修実施経費、各国への専門家出張旅費、国内研修実施経費の一部。 
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２－２ 活動実績 

活動は計画にしたがって概ね順調に実施されている。以下にプロジェクト活動実績の概要を

記す。 
なお、プロジェクトのPDMに沿った活動実績は、付属資料９のとおり。 

 
（１）地域研修 

１）地域研修の修了者数 
国内研修の指導者育成を目的として、プロジェクト開始から本調査時まで、３回の地

域研修を開催した。表２－４は、地域研修の実績と今後養成すべき国内研修の指導者数

（地域研修の対象となる人数）を示している。本調査時までに、必要数のうち約46％の人

材が地域研修に参加した。 
 

表２－４ EPI管理コース（地域研修） 

国名 
対象人数 
（A） 

対象者 
研修修了者 

（B） 
今後の養成ニーズがある

研修対象者（C） 

クック諸島 ８ 公衆衛生看護師 ３ ５ 

フィジー 30 州の上級看護師 14 16 

キリバス ６ 公衆衛生看護師 ２ ４ 

マーシャル 20 州の上級看護師 ５ 15 

ミクロネシア ４ 州の上級看護師 ３ １ 

ナウル ２ 上級看護師 １ １ 

ニウエ ４ 上級看護師 ２ ２ 

パラオ ２ 公衆衛生看護師 ３ ０ 

サモア 10 公衆衛生看護師 ３ ７ 

ソロモン 20 公衆衛生看護師 ３ 17 

トンガ 10 公衆衛生看護師 ３ ７ 

ツバル ９ 州の上級看護師 ４ ５ 

バヌアツ 20 州の上級看護師 ２ 18 

計 145  48 98 

（A）全対象国への質問票調査により把握された地域研修の対象者数。 
（B）2005年～2007年度に地域研修を修了した人数。 
（C）今後要請ニーズがある研修対象者数（A-Bで算出）。 

 
表２－５ コールドチェーン管理（地域研修） 

国名 対象人数（A） 研修修了者（B） 今後の養成ニーズがある研修対象者（C） 

クック諸島 ２ ２ ０ 
フィジー ６ ６ ５ 
キリバス ３ ３ １ 
マーシャル １ １ １ 
ミクロネシア ３ ３ １ 
ナウル ３ ３ ０ 
ニウエ ３ ３ ０ 
パラオ １ １ ０ 
サモア ３ ３ １ 
ソロモン ２ ２ １ 
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トンガ ２ ２ １ 
ツバル ２ ２ ０ 
バヌアツ ２ ２ １ 
計 33 33 12 

（A）全対象国への質問票調査により把握された地域研修の対象者数。 
（B）2005年～2007年度に地域研修を修了した人数。 
（C）今後要請ニーズがある研修対象者数（A-Bで算出）。 

 
２）地域研修による能力強化 

表２－６は地域研修修了者のレベルが大きく異なることを示しており、研修修了者へ

のフォローアップが必要であることを示している。また、各国におけるEPI担当官は人数

が限られていることもあり、何名かは地域研修に繰り返し参加している。 
 

表２－６ EPIマネジメントコースについての地域研修参加者数 

J-PIPS対象国 これまでの研修参加者数 レベルA レベルB レベルC 無回答 

クック諸島 ３ １ ２ ０ ０ 

フィジー 15 ６ ５ ４ ０ 

キリバス ２ ０ １ １ ０ 

マーシャル ６ １ ２ ３ ０ 

ミクロネシア ４ ０ ２ ２ ０ 

ナウル ２ ０ １ １ ０ 

ニウエ ２ ０ １ １ ０ 

パラオ ３ ０ ２ １ ０ 

サモア ４ ０ ２ ２ ０ 

ソロモン ３ １ ０ ２ ０ 

トンガ ４ １ １ ２ ０ 

ツバル ５ ０ １ ４ ０ 

バヌアツ ２ １ ０ ０ １ 

合計 55 11 20 23 １ 

レベルA：専門家の支援なしに国内研修を実施可能なレベル 
レベルB：国内研修の講師としての基本的な能力はあるが、研修実施に際しては専門家の支援が必要なレベル 
レベルC：国内研修の講師として、引き続き能力強化が必要なレベル 
※表２－４及び２－５は２回以上参加した者を２名とカウントしているため、表２－６及び表２－７に集計された人数と異

なる。 
 

表２－７ コールドチェーン機材維持管理コースについての地域研修参加者数 

J-PIPS対象国 これまでの研修参加者数 レベルA レベルB レベルC 無回答 

クック諸島 ２ ０ １ １ ０ 
フィジー ７ ４ ０ ０ ３ 
キリバス ３ ０ ３ ０ ０ 
マーシャル １ ０ １ ０ ０ 
ミクロネシア ２ １ １ ０ ０ 
ナウル ３ ０ １ ２ ０ 
ニウエ ３ ０ ０ ３ ０ 
パラオ １ ０ １ ０ ０ 
サモア ３ ０ １ ２ ０ 
ソロモン １ １ ０ ０ ０ 
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トンガ ２ １ １ ０ ０ 
ツバル １ １ ０ ０ ０ 
バヌアツ １ ０ １ ０ ０ 
合計 30 ８ 11 ８ ３ 

レベルA：専門家の支援なしに研修実施が可能なレベル 
レベルB：国内研修の講師として基本的な能力があるが、実施に際しては専門家の支援が必要なレベル 
レベルC：国内研修の講師として、引き続き能力強化が必要なレベル 

 
３）地域研修への期待 

表２－８は、国によって地域研修に対するニーズが異なることを示しており、今後の

地域研修の実施に際して、ニーズの把握を踏まえた内容の見直しが必要とされている。 
 

表２－８ 地域研修へ期待すること 

国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 計（人）

１ 新規指導者の育成  ○ ○  ○ ○  ○ ５ 
２ すでに一定の能力を習得した指導者のためのリフレッ

シャーコースの実施 ○ ○  ○ ○  ○ ○ ６ 

３ 効果的な研修実施法の指導  ○  ○  ○ ○  ４ 
４ EPI計画実施能力の強化についての指導 ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ７ 
５ 他国のEPIにおける取組みの事例研究 ○  ○      ２ 
６ その他         ０ 

国番号１：マーシャル 
国番号２：ソロモン 
国番号３：バヌアツ 
国番号４：ミクロネシア 
国番号５：サモア 
国番号６：フィジー 
国番号７：トンガ 
国番号８：パラオ 

 
（２）国内研修 

１）地域研修の修了者による国内研修の実施 
地域研修の修了者によって、各国における国内研修が実施されている。本調査時まで

に13カ国中11カ国が国内研修を開始しており、残る２カ国は2008年度に開始する予定で

ある。いくつかの国では、予算不足から、国内研修を全国規模で展開することが困難な

状況にある。 
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表２－９ J-PIPS対象８カ国における地域研修修了者による国内研修実施実績 

国内研修参加者数 
トレーナーの種類 国内研修実施回数 

看護師 技術者 年 

国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

地域研修において養成され

たトレーナーにより実施さ

れた、国内研修の回数 
３ ７ ６ ４ １ ０ １ ０ 30 124 104 20 51 ０ 30 ０ ２ ０ ０ ４ ２ ０ ２ ０

2006 

地域研修に参加していな

いトレーナーにより実施

された、国内研修の回数 
１ ３ ０ １ １ ３ １ ２ 60 85 ０ 20 25 54 50 １ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

地域研修において養成され

たトレーナーにより実施さ

れた、国内研修の回数 
１ ３ ６ １ １ ５ ０ １ 25 100 65 30 50 45 ０ １ ２ ０ ０ ３ ２ ２ ０ １

2007 

地域研修に参加していな

いトレーナーにより実施

された、国内研修の回数 
３ ７ ０ ０ １ 14 １ ２ 60 199 ０ ０ 35 100 55 ０ ６ ０ ０ ０ ０ ０ １ １

国番号１：マーシャル 
国番号２：ソロモン 
国番号３：バヌアツ 
国番号４：ミクロネシア 
国番号５：サモア 
国番号６：フィジー 
国番号７：トンガ 
国番号８：パラオ 

 
２）国内研修に対するJ-PIPSからの支援の必要性 

対象国の多くは、プロジェクトへの期待として、各国におけるEPI活動の計画・運営の

ための人材能力強化と国内研修のスーパービジョンをあげている。まず、プロジェクト

は、各国が独自にEPI活動を運営できるようになるために必要なEPI担当者の人数を算出

し、国内研修で何名のEPI担当官を育成すべきかを明確にする必要がある。また、プロジ

ェクトには、各国が独自にEPI活動を運営できるようになるための指導が求められている。 
 

表２－10 国内研修に対してJ-PIPSからの支援を求める内容 

国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 計

１ 指導者の数自体が十分でないため、指導者を育成してほしい ○ ○ ○  ○  ○ ５

２ 指導者の数は充足しているが、さらなる能力の向上のための指導者

がほしい 
  ○ ○ ○ ○ ４

３ 国内研修の実施の際に現地でスーパービジョンを行ってほしい  ○ ○  ○ ○ ○ ５

４ 研修の計画策定、実施についての指導者がほしい ○ ○  ○ ○ ○ ○ ６

５ その他  ○    ○ ２

国番号１：マーシャル 
国番号２：ソロモン 
国番号３：バヌアツ 
国番号４：ミクロネシア 
国番号５：サモア 
国番号６：フィジー 
国番号７：トンガ 
国番号８：パラオ 
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（３）各国におけるEPI活動の財務状況 
１）年間のEPI支出総額（研修、予防接種、機材を含む）、国内研修とその財源に関する年

間支出総額、EPIに関連した機材交換のための年間予算及び支出総額 
EPI活動に関連した財務状況は、通貨や財政システムの違いにより、適切に情報を収集

することができなかった。ただし、現地調査の際に行ったインタビューにより、多くの

国ではEPIの予算を援助機関からの財政支援に頼っていることが明らかになった。８カ国

のうち５カ国については、国内研修の予算は援助機関からの財政支援に頼っている。 
 

表２－11 J-PIPS対象８カ国のEPI活動の財源状況 
年 EPI年間支出額の総額（USD） 国際機関等からの資金を含まないEPI自主財源の額（USD）

国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 
2006 

400,000 NA 840,674 800,000 128,280 NA 77,460 65,182 120,000 82,736 46,704 ０ 128,280 NA 31,579 ０ 

2007 
800,000 NA 基金 800,000 128,280 NA 71,253 125,603 120,000 70,418 14,011 12,000 128,280 NA 36,842 ０ 

2008 

（予算見込み） 1,000,000 NA 基金 1,000,000 155,701 NA 65,046 335,873 120,000 150,000 65,386 10,000 155,701 NA 42,105 ０ 

年 国内研修への支出額（USD） 国内研修の財源 
国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 
2006 

35,000 NA NA 20,000 NA NA 6,000 5,000
CDC,

J-PIPS,
WHO

NA UNICEF,
WHO CDC NA 

MOH, 
J-PIPS, 
FHSIP 

J-PIPS,
WHO CDC

2007 
58,000 NA 46,704 20,000 8,292 NA 6,000 11,000

CDC,
J-PIPS,
WHO

NA UNICEF CDC, 
J-PIPS 

J-PIPS, 
WHO 

MOH, 
J-PIPS, 
FHSIP 

WHO,
UNFPA CDC

2008 

（予算見込み） 54,000 NA 56,045 20,000 NA NA 7,000 9,000
CDC,

J-PIPS,
WHO

NA UNICEF CDC NA NA J-PIPS,
WHO CDC

年 EPI関連機材更新予算額（USD） EPI関連機材更新支出額（USD） 
国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 
2006 

０ NA 18,682 10,000 NA NA NA NA ０ NA MOH NA NA NA NA ０ 

2007 
０ NA 6,538 10,000 NA NA NA NA ０ NA MOH NA NA NA NA ０ 

2008 

（予算見込み） 24,000 NA NA 45,000 NA NA NA NA 16,000 NA NA NA NA 
NA 

NA ０ 

国番号１：マーシャル 
国番号２：ソロモン 
国番号３：バヌアツ 
国番号４：ミクロネシア 
国番号５：サモア 
国番号６：フィジー 
国番号７：トンガ 
国番号８：パラオ 
 

２）EPI活動及び国内研修の実施体制 
各国におけるEPI活動の計画者、コーディネーター、国内研修の指導者の多くは、保健

省のEPI課に所属している。多くの国において、EPI課は３～10人の職員で構成されてお

り、人数は適正であると考えられる。しかしながら、離島が多い大洋州諸国においては、

職員による地方巡回の負担は大きいものと推測される。 
 
（４）コールドチェーン管理 

１）2005年以降のコールドチェーン充足率 
データ収集が困難だったミクロネシア、充足率が低いマーシャル諸島以外の国におい

NA：無回答
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ては、比較的高いコールドチェーン充足率を示している。ミクロネシア及びマーシャル

諸島についても、米国CDCからの支援が多く入っているため、コールドチェーンの設置

が徐々に進められている。 
 

表２－12 J-PIPS対象８カ国のコールドチェーン充足率（単位：％） 

国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 
2005年 21 77 50 NA 86 80 90 NA 
2006年 21 83 70 NA 94 83 90 NA 
2007年 21 85 90 NA 100 88 95 80 

国番号１：マーシャル 
国番号２：ソロモン 
国番号３：バヌアツ 
国番号４：ミクロネシア 
国番号５：サモア 
国番号６：フィジー 
国番号７：トンガ 
国番号８：パラオ 

 
２）ワクチンの在庫切れの回数  

ミクロネシアを除いた多くの国々では、ワクチンの在庫切れは滅多に発生していない。

ミクロネシアでは国を構成している島々の間のアクセスが悪く、また、コールドチェー

ン充足率も低いため、これらが、ワクチン在庫切れを引き起こす要因となっている。  
 

表２－13 ワクチンの在庫切れの経験（単位：回数） 

年 回答 ワクチン在庫切れの経験 
（数字は回数） 

Yesの場合、それはコールドチェーンの不

備による在庫切れを含んでいたか？ 
国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

Yes      １ １ NA   NA    ✓   NA    
2005 

No ✓ ✓ ✓     NA ✓ ✓ NA ✓    ✓ NA ✓ ✓

Yes ✓ １   １         ✓ NA ✓ NA      
2006 

No    ✓   ✓ ✓ ✓ ✓ ✓  NA  NA ✓ ✓ ✓

Yes      １   １   NA  NA ✓ NA      
2007 

No ✓ ✓ ✓   ✓   ✓ ✓ NA ✓ NA  NA ✓ ✓ ✓

国番号１：マーシャル 
国番号２：ソロモン 
国番号３：バヌアツ 
国番号４：ミクロネシア 
国番号５：サモア 
国番号６：フィジー 
国番号７：トンガ 
国番号８：パラオ 

 
３）コールドチェーンインベントリーシート 

13カ国中９カ国においては、コールドチェーンは概ね充足している。しかしながら、

コールドチェーンを管理するための人材が不在であることも多く、その場合は、コール

ドチェーンインベントリーシートの更新が十分に行われていない。インベントリーシー

トが適切に更新されていなければ、機材の機能低下の発見や機材交換の時期を予測する

ことが困難である。コールドチェーン管理の担当者を配置することが必要とされている。 
 

NA：無回答 

NA：無回答
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表２－14 コールドチェーンインベントリーシートの作成状況 

国名 
作成ノウハウ

を備えた人材

が育っている 

自主的にシート

の更新を行って

いる 

シートに基づき機

材の更新を行って

いる 
今後の課題 

クック No No  機材はほぼ充足 
フィジー Yes Yes ドナー支援による 機材はほぼ充足 
キリバス Yes No ドナー支援による 機材はほぼ充足 
マーシャル No No ドナー支援による 州によっては不足 
ミクロネシア No No  州によっては不足 
ナウル No No  機材はほぼ充足 
ニウエ No No  機材はほぼ充足 
パラオ No No  機材はほぼ充足 
サモア Yes Yes  機材はほぼ充足 
ソロモン Yes Yes ドナー支援による 機材はほぼ充足 
トンガ Yes No  機材はほぼ充足 
ツバル No No  州によっては不足 
バヌアツ Yes Yes ドナー支援による 州によっては不足 

 
４）地域研修及びコールドチェーンインベントリーシートの整備を通じた、コールドチェー

ン管理の改善 
多くの対象国においては、コールドチェーン管理が改善されてきていることが認識さ

れているが、マーシャル諸島とバヌアツの２カ国は、ネガティブな回答が返ってきてい

る。特にマーシャル諸島から地域研修に参加したコールドチェーン技術者は、国内研修

にも参加しているためで、その理由についてより詳細に分析する必要がある。 
 

表２－15 地域研修によるコールドチェーン管理の改善 

国番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

１ 故障して使われなくなっていた機材を修理し、活用できるようにな

った × ○ × □ ○ ○ □ ○

２ 故障が発生した場合の対応が早くなった × ○ × × × ○ □ ○

３ メンテナンスの改善により、故障の発生が少なくなった × ○ × × ○ ○ □ ○

注：大いにあてはまる＝○、あてはまる＝□、あてはまらない＝× 
国番号１：マーシャル 
国番号２：ソロモン 
国番号３：バヌアツ 
国番号４：ミクロネシア 
国番号５：サモア 
国番号６：フィジー 
国番号７：トンガ 
国番号８：パラオ 

 
２－３ ５項目評価 

（１）妥当性 
2004年３月、大洋州各国及びWHO、UNICEF、オーストラリア、ニュージーランド、米国、

日本は「大洋州予防接種プログラム強化（PIPS）」を開始した。本プロジェクトの上位目標

である「対象地域におけるすべての子供が、各国で設定した予防接種スケジュールに則した

効力のあるワクチンにアクセスできる」、及びプロジェクト目標である「大洋州予防接種プ
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ログラム強化（PIPS）の概念に基づき、すべての国・地域が、ワクチン、コールドチェーン、

医療廃棄物の安全廃棄を含む安全予防接種を中心としたEPIプログラムを独自で運営できる

ようになる」は、予防接種プログラムに関する大洋州地域宣言及びPIPSの構想、沖縄感染症

対策イニシアティブ、保健MDG達成に向けた日本の「保健と開発」に関するイニシアティ

ブにも沿っている。また、プロジェクトの最終的な便益者である５歳以下の子供及びターゲ

ットグループである予防接種プログラムに従事する保健医療行政官やサービス提供者のニー

ズにも合致していることから、対象国のニーズからみたプロジェクトの妥当性は高いといえ

る。 
プロジェクトのオフィスは無償資金協力により建設され、近隣諸国との必須医薬品の共

同購入システムの拠点として機能しているFPSC（フィジー医薬品供給センター）に置かれ

ている。プロジェクトの主要活動の１つはワクチン管理の強化であり、将来的に同センター

は大洋州地域におけるワクチン及びコールドチェーン機材補修部品の共同購入の拠点として

機能することが期待されていることから、FPSCにプロジェクトオフィスを置いた体制は妥

当であり、プロジェクトは無償案件のフォローアップとしても適切であったと判断される。 
プロジェクトの実施は、過去20年に及ぶJICAの熱帯医学研修の受入れなど、長年の国際

医療協力の実績を有する長崎大学が担っている。離島へのアウトリーチが課題である地域を

対象としたプロジェクトに、島嶼医療の経験を有する同大学の知見が反映されている。 
 
（２）有効性 

事前評価調査時の計画に沿って、ワクチン管理、安全注射、コールドチェーン整備の３

分野に関して、年１度の地域研修が３年間実施された。フィジー、トンガ、ソロモン、バヌ

アツ、ナウル、サモア等の国では、地域研修の参加者が単独で国内研修の講師を務めること

も可能な水準に達している。一方、一部の国ではさらに国内研修指導者の能力を強化し、各

国において自立的に研修が実施されるよう体制を確立する必要がある。 
また、プロジェクト開始から本調査時までの間、11カ国において国内研修が開始され、

残り２カ国についても2008年度より開始予定である。国内研修の実施により、EPIの実施を

担うヘルスセンターの看護師の意識や技術の向上が進んでいる。 
プロジェクト開始前は、ヘルスセンターレベルにおけるコールドチェーンの実態が把握

されていなかったが、プロジェクトによる調査と指導の結果、各国でコールドチェーンイン

ベントリーが整備された。これに基づき、2007年に５年間を計画期間とするコールドチェー

ン資機材整備計画が策定されており、これも本プロジェクトによる大きな成果の１つである。

同計画に基づき、EPI冷蔵庫をはじめとする機材整備が進められている。機材整備に加え、

国内研修の実施によって、冷蔵庫を扱う看護師の維持管理能力や、故障に対応する技術者の

能力が向上したことにより、末端レベルでのコールドチェーンの機能は大きく改善されてい

る。 
本プロジェクトによるこれらの成果を反映し、表２－16のとおり、いくつかの対象国に

おける予防接種率は改善しており、プロジェクト目標である予防接種率の改善〔すべての国

において予防接種率を80％以上、麻疹ワクチン（２回）のカバー率を95％とする〕は達成さ

れる見込みが高い。これに伴い、地域全体の目標である、2012年までの麻疹制圧計画につい

ても早期の達成が期待されている。 

－13－



  

表２－16 対象各国における予防接種率の比較（WHO-UNICEF coverage estimates） 

予防接種率 
国名 ワクチン 2004年 

（％） 

2006年

（％）

BCG 99 99 

DTP1 99 99 

DTP3 99 99 

HepB3 99 99 

Hib3 - - 

MCV 99 99 

クック諸島 

Pol3 99 99 

BCG 93 93 

DTP1 75 84 

DTP3 71 81 

HepB3 73 81 

Hib3 71 81 

MCV 62 99 

フィジー諸

島共和国 

Pol3 76 83 

BCG 94 99 

DTP1 75 98 

DTP3 62 86 

HepB3 67 88 

Hib3 - - 

MCV 56 61 

キリバス共

和国 

Pol3 61 86 

BCG 91 92 

DTP1 71 90 

DTP3 64 74 

HepB3 72 97 

Hib3 46 60 

MCV 70 96 

マーシャル

諸島共和国 

Pol3 68 95 

BCG 62 55 

DTP1 83 86 

DTP3 78 67 

HepB3 80 84 

Hib3 65 59 

MCV 85 83 

ミクロネシ

ア連邦 

Pol3 82 81 

BCG 92 99 

DTP1 93 98 

DTP3 80 72 

HepB3 78 99 

Hib3 - - 

MCV 67 99 

ナウル共和

国 

Pol3 73 45 

 
 
 

予防接種率 
国名 ワクチン 2004 年

（％） 

2006 年

（％） 

BCG 96 99 
DTP1 99 99 
DTP3 99 99 
HepB3 99 99 
Hib3 99 99 
MCV 99 99 

ニウエ 

Pol3   
BCG - - 
DTP1 99 98 
DTP3 98 98 
HepB3 98 98 
Hib3 98 98 
MCV 99 98 

パラオ共

和国 

Pol3 98 98 
BCG 93 84 
DTP1 90 80 
DTP3 68 56 
HepB3 70 56 
Hib3 - - 
MCV 25 54 

サモア独

立国 

Pol3 41 57 
BCG 84 84 
DTP1 82 96 
DTP3 80 91 
HepB3 72 93 
Hib3 - - 
MCV 72 84 

ソロモン

諸島 

Pol3 75 91 
BCG 99 99 
DTP1 99 99 
DTP3 99 99 
HepB3 99 99 
Hib3 - 99 
MCV 99 99 

トンガ王

国 

Pol3 99 99 
BCG 99 99 
DTP1 99 99 
DTP3 98 97 
HepB3 98 97 
Hib3 - - 
MCV 97 84 

ツバル 

Pol3 98 97 
BCG 64 92 
DTP1 74 90 
DTP3 58 85 
HepB3 56 85 
Hib3 - - 
MCV 59 99 

バヌアツ

共和国 

Pol3 55 85 

 

出典：WHO/UNICEF Joint Reporting Form 
注：DTP1（三種混合DTPワクチンの１回目接種） 

DTP3（三種混合DTPワクチンの３回目接種） 
HepB3（B型肝炎ワクチンの３回目接種） 
Hib3（インフルエンザ菌b型ワクチンの３回目接種） 
MCV（麻疹） 
Pol3（ポリオワクチンの３回目接種） 
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（３）効率性 
本プロジェクトは、1996年から開始された医療特別機材や2004年に無償資金協力により

行われたFPSC整備の後を受けて開始されており、他のスキームによる過去の投入が効率的

に活用されている。また、13カ国を対象する広域プロジェクトとして、共通のカリキュラム

で同時に地域研修を実施していること、地域研修がTOT方式をとっている点は効率性を高め

た。他方、対象各国のニーズは多様化してきているため、個別の課題に対応するためのアプ

ローチを検討する必要がある。 
PIPSの枠組みに基づき、ドナー協調を進めながらプロジェクトを実施したことは、ドナ

ー間の支援の重複を避けるうえでも重要であり、対象13カ国におけるEPIプログラム推進に

おける効率性を高めたと考えられる。また、プロジェクトオフィスが他ドナーのオフィスが

集まるフィジーのスバに置かれたことにより、各ドナーとの連携体制が効率的に構築された。 
対象国からは、コールドチェーン機材・工具をはじめ、ボートや通信機などアウトリー

チに必要な機材の投入に対するニーズが非常に高く、これらが確保されればプロジェクトの

成果を一層高めることができたものと想定されるが、プロジェクトの投入は必要最小限に抑

え、主にコールドチェーン、ワクチン、医療廃棄物用焼却炉、アウトリーチ用の車両に集中

させた。一部の機材調達の遅延がスケジュールに影響を与えたが、こうしたなかで日本の

NGO（ロータリークラブ）によるコールドチェーン機材の供与は迅速に行われるなど、

PIPSパートナーとの連携したプロジェクト実施により、活動は概ね計画どおりに実施された。 
 
（４）インパクト 

地域研修の認知度は対象13カ国以外にも広がっており、2006年の第２回地域研修にはア

メリカンサモア、トケラウからの参加者を受け入れた。また、ソロモン、ミクロネシア、マ

ーシャルからは自国経費による追加参加の要請もある。2007年11月の第３回地域研修には、

2006年に引き続き、アメリカンサモア、トケラウの２カ国のほか、パプアニューギニアから

の参加者も受け入れた。 
地域研修で養成された国内研修指導者は、自国での国内研修の実施のみならず、さらに

活動の幅を広げ、対象国に広範なインパクトをもたらしている。フィジーのEPIコーディネ

ーターは、2007年より、スバの看護学校のカリキュラムに地域研修で学んだワクチン管理・

コールドチェーン維持管理の授業を加え、卒前教育にEPIの研修を取り入れた。 
EPIコーディネーターのほか、母子保健担当も兼任するトンガのカウンターパートは、本

プロジェクトの地域研修において習得したワクチン管理・コールドチェーン維持管理に関す

る知識を国内の母子保健の研修に活用し、地域研修の成果の普及に努めている。また、同じ

くトンガにおいて、地域研修の修了生が医療廃棄物の効果的な集配システムを構築している。

担当者は以前日本で医療廃棄物処理を学んだ帰国研修員であり、本邦研修の経験がシステム

構築に有効に活用されたと考えられる。トンガの医療廃棄物の集配システムは、他国のモデ

ルとしても活用可能な優良事例である。 
今後は域内での連携強化及び人的資源の有効活用に向けて、各国の経験や人的資源の共

有を促進していくことも考えられる。 
各国の関係者やドナーは、本プロジェクトによる代表的な成果は、「コールドチェーン

の整備」であると認識している。これにより、対象13カ国において日本の援助に対する意識
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が高まっており、過去の特別医療機材供与についても、日本の援助であることが再認識され

るようになった。 
 
（５）自立発展性 

プロジェクトの活動は、PIPS会議を通じた各国のEPI計画の策定・モニタリング能力強化

のほか、TOTを通じた人材育成（地域研修）と、その人材による国内での知識の普及（国内

研修）の体制構築の支援を中心としている。このうち、各国のEPI計画の策定・モニタリン

グ能力強化に関しては、当初予定していた活動の一部は中間評価時点では取り組まれておら

ず、今後一層の強化が必要である。 
３回目の地域研修と同時に行われた本中間評価調査時には、TOTを通じた人材育成の部分

については所定の成果が確認されており、今後は国内研修の体制構築に対する支援を強化し

ていく必要があると考えられる。他方、各国いずれも自主財源は乏しく、ドナーの資金が手

当てされればその予算規模に応じて研修が実現するという状態であり、財政面での自立発展

性の確保は困難な状況である。当面はPIPSパートナーからの経済的支援が必要と判断される。 
地域研修に関しても、一部の国においては研修予算確保に取り組んでおり、また、対象

13カ国以外の国が独自の予算で地域研修に参加するなどの努力は行われているが、大多数の

国においては予算確保が困難な状況である。予防接種に関し、従来からのワクチンに加え、

五種混合（ペンタバレン）などの新型ワクチンの導入が世界的に行われており、これらの新

型ワクチンの単価が高額であることなどから、予防接種事業に対する予算確保は大洋州地域

においても厳しい状況であり、国際機関や他ドナーがこれまでにも継続して支援を行ってき

ている。対象国による地域研修の予算確保については、現実的には今後も見通しは難しい状

況であり、当面ドナーによる継続的支援が必要と判断される。 
大洋州地域では医療関係者の人材流出が深刻な問題であり、プロジェクトにおいてもカ

ウンターパートとして中心的な役割を担っていたフィジーのEPIコーディネーターが１年目

に移動したほか、ツバル及びキリバスでコールドチェーン分野における地域研修の修了生が

職場を離れ、海外へ移動した。国外への人材流出はプロジェクトではコントロールできない

部分だが、一方、人材を補うための努力が行われている。たとえば、予防接種活動の担い手

となるヘルスセンターの看護師について、フィジーでは人材の流出もある一方で、常に新卒

者の受入れもあるため、卒前教育の段階において看護学生にEPIの知識を習得させることを

目的として、2007年よりフィジーの公立看護学校の授業にコールドチェーン管理の講義が組

み入れられた。この実現にあたっては、フィジーカウンターパートの尽力が大きかった。 
 
２－４ 効果発現に貢献した要因及び問題を惹起した要因 

PIPSの枠組みにおいてプロジェクトを実施したことにより、関係各国との連携体制が確保さ

れたことが効果の発現に寄与した最大の要因であった。2004年７月には、プロジェクトの開始に

先駆け、WHO/JICAのインフォーマル会議がスバで開催され、本プロジェクトの対象13カ国と全

ドナーの参加による本プロジェクトの支援方針と関係者の協力体制が確認された。関係ドナーと

はPIPS月例会議の実施により、緊密な情報交換が行われ、良好な協力関係が構築されている。こ

うした体制の構築により、WHO、UNICEFの専門家が地域研修に講師として協力しているほか、

PIPSパートナーが主催する研修にJ-PIPSの専門家が講師として招かれるケースも増えている。ま
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た、2006年２月末に発生したフィジーでの麻疹のアウトブレイクの際、プロジェクト専門家は

PIPSパートナーとの連携のもとに迅速な対応を行っており、こうした姿勢は各国から高く評価さ

れている。 
JICAの他の協力事業や他国の人材との連携も、効果発現に寄与している。技術協力プロジェ

クト「フィジー国地域保健看護師現任教育」の専門家は、本プロジェクトの地域研修の講師とし

て、国内研修の計画策定に関する指導を行った。また、広域案件である本プロジェクトでは、プ

ロジェクトオフィスのあるフィジー以外の国における国内研修の支援が容易ではなかったが、ト

ンガ、マーシャル、バヌアツ、ナウルの各国では、協力隊、シニアボランティア、国連ボランテ

ィアとの連携により、活動の促進が図られた。 
 
２－５ 課 題 

プロジェクト開始１年目において、フィジーのカウンターパートが海外に職を得て移動した

ことは、プロジェクトの円滑な活動に影響を与えた。ただし、その後任として配属された人物は、

地域研修の講師を務めるなどプロジェクトの中心的な役割を果たしている。 
対象国13カ国のうち、７カ国は人口が10万人に満たず、保健省の人材も限られている。こう

した国では専任のEPIコーディネーターではなく、他の業務を兼任する人材がカウンターパート

として配置される場合が多い。カウンターパートが他の業務との兼任者である場合、他の業務の

ために多忙であることに加え、専任のEPIコーディネーターと比較して専門知識や業務上のモチ

ベーションが不十分であることが多く、専任のEPIコーディネーターを配置している国と比較す

ると、国内研修がスケジュールどおりに進まないという問題が生じている国もある。ただし、ト

ンガではカウンターパートがEPIコーディネーターと母子保健担当を兼務していることにより、

国内で母子保健分野の研修を行う際、本プロジェクトによる地域研修の知識を活用して波及効果

をもたらしているという事例もあり、カウンターパートが他の業務を兼務していることがプラス

の成果につながる場合もある。 
また、本プロジェクトにおいては、アウトリーチのための計画策定や研修実施を支援してい

るが、対象国の多くではアウトリーチのために必要な移動手段（車、ボート）や人材、通信手段

が不足しており、円滑なアウトリーチ活動を展開していくうえで支障となっている。 
 
２－６ 結 論 

プロジェクト活動の結果、ワクチン管理及びコールドチェーン整備におけるインパクトが認

識されており、コールドチェーン整備のための基本情報として導入されたコールドチェーンイン

ベントリーは、各ドナーと共有され有効に活用されている。 
また、過去３回にわたり実施された地域研修は、国内研修の指導者育成という点で着実な成

果を出しており、対象国及びPIPSパートナーから高く評価されている。今後は、地域研修で養成

された国内研修指導者による国内研修の支援にプロジェクト活動の焦点をあてるとともに、保健

省の計画・モニタリング能力の強化を図り、各国保健省による国内研修の運営能力を高めていく

必要がある。 
 
２－７ 提 言 

活動実績、成果の達成状況をレビューし、各関係者と協議した結果に基づき、以下のとおり
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提言を取りまとめ、対象13カ国、PIPSパートナー、日本側との間で確認した。 
 
（１）対象国のニーズは多岐にわたるため、地域研修で対応できる範囲には限界がある。個別の

ニーズへの取組みを強化する必要があるため、対象国は、より重点的に国内研修の実施に取

り組むことが求められる。また、プロジェクトは、引き続き国内研修の質の向上を図るため

の教材作成をはじめとした技術的な支援の提供により、各国の国内研修の実施を支援するこ

とが望まれる。 
 
（２）各国におけるEPIの計画・モニタリング能力の向上及びコールドチェーン管理についての

活動の強化を図り、自立発展性を促進することが求められる。 
 
（３）地域研修の自立発展性確保のため、各国はより積極的に地域研修のコストシェアリングの

措置を講じることが求められる。 
 
（４）プロジェクトは、PIPS月例会議（PIPS Monthly Meeting）の技術作業部会（Technical 

Working Group）と協議のうえ、PIPS月例会議地域研修の事務局機能に関する具体的事項（役

割、目的、メンバー、費用負担など）と運用計画を策定することが必要である。 
 
（５）これまではプロジェクトが中心となって研修を運営してきたが、プロジェクト終了を見据

え、今後はこの機能をPIPSに移行していくことが必要である。地域研修は、大洋州地域の予

防接種実施状況やその課題を踏まえて、内容をその都度改善していくことが望ましいことか

ら、PIPSの一部として事務局的機能を持たせることが有効と考える。これについては、既存

の組織の中で対応することが望ましいと思われる。2009年度PIPS会議での正式承認を目標と

して、事務局的機能の具体化案と運用計画について、PIPS月例会議にて継続協議していく必

要がある。 
 
（６）地域研修も３年目を迎え、大洋州地域の予防接種事業に関するニーズが変化していること

から、ニーズを把握したうえで、地域研修の目的やカリキュラムを直し、研修コースの特性

に応じて参加者の推薦基準を明確にし、戦略的な研修運営を行う必要がある。 
 
２－８ 教 訓 

本プロジェクトでは、PIPSの枠組みに基づき、WHO/UNICEF及びJICAをはじめとするドナー

が連携してEPIプログラムの推進に取り組んだ。フィジーで行われているPIPS月例会議では、各

国の支援の調整が図られるとともに、専門家の知見の共有が進み、援助の重複が避けられ効率的

な支援が行われた。 
さらに、本プロジェクトは13カ国を対象とする広域案件であり、限られた投入により指導者

養成を行い、その指導者による国内研修を通じて、各国におけるワクチン管理能力の改善やコー

ルドチェーンの整備といった成果をもたらしている点でも効率性が高かった。 
各国の指導者による国内研修の実施の際には、日本人専門家が各国に渡航し、研修運営の支

援が行われている。日本人専門家が地域研修のフォローアップを行うことにより、指導者の技能
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が向上し、国内研修の質の向上に貢献したものと評価される。 
 
２－９ 第二次中間評価調査結果概要 

（１）背 景 
大洋州予防接種プログラム強化（PIPS）は、大洋州22カ国を対象に、予防接種の確実な

実施を図ることを、国際機関（WHO及びUNICEF）、及び二国間援助（日本、アメリカ合衆

国、オーストラリア、ニュージーランド）が中心となって支援するパートナーシップである。

JICAの実施する大洋州地域予防接種事業強化プロジェクトは、PIPSの枠組みの中で開始、

PIPS参加国のうち、13カ国を対象とする広域プロジェクトである。本プロジェクトは、予防

接種実施に必要な運営管理能力及びコールドチェーンの適切な維持管理に関する地域研修の

実施により対象国の人材育成を行うほか、予防接種実施に関する各種ガイドラインの作成支

援を行うなど、PIPSの中において中核的な役割を果たしている。今回、クック諸島にて

PIPS年次会議の機会をとらえ、本プロジェクトの今後の方向性などについて意見交換を行っ

た。 
 
（２）PIPS会議参加の目的 

今回参加の主な目的は次の２点である。 
１）中間評価に関する意見聴取 

平成19年11月に本プロジェクトの中間評価について、対象国のうち、フィジー及びト

ンガ国において現地調査を実施している。J-PIPSの対象国は13カ国であるが、全島嶼国に

対して調査を実施することが困難であることから、13カ国が参集する今回のPIPS会議を

通し、中間評価について説明するとともに課題についての意見聴取、今後の中間報告書

の取りまとめ協力依頼を行うことを目的とした。 
２）地域研修の将来的な自立運営に向けてのPIPS参加国との意見調整 

本プロジェクトで実施している地域研修に対する需要は依然高く、プロジェクト終了

後も継続していくことが必要と思われる。これまで、プロジェクトが推進してきた地域

研修の計画から実施について、PIPSの中で将来的に自立運営していく機能が必要であり、

この組織化についてPIPS参加国に提案することを目的とした。 
 
（３）主な議論の内容 

１）第二次中間評価に関連しての議論 
J-PIPS関係者に対し事前に議題及び中間評価報告書（案）を送付のうえ、プロジェクト

の成果の概要説明及び課題について意見聴取を行った。 
ポイントは以下のとおり。 

①地域研修の自己予算確保 
一部の国においては研修予算確保に取り組んでおり、また、対象13カ国以外の国が独

自の予算で地域研修に参加するなどの努力は行われているが、ほとんどの国においては

予算確保が困難な状況である。 
予防接種に関し、従来からのワクチンに加え、五種混合（ペンタバレン）などの新型

ワクチンの導入が世界的に行われており、これらの新型ワクチンの単価が高額であるこ
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となどから、予防接種事業に対する予算確保は大洋州においても厳しい状況であり、国

際機関や他ドナーがこれまでにも継続して支援を行ってきている。 
対象国による地域研修の予算確保については、現実的には今後も見通しは難しい状況

であり、当面ドナーによる継続的支援が必要と考える。 
②地域研修の内容について 

今回のPIPS会議参加者のほとんどが既に地域研修を受講しており、全員から研修に対

する高い評価が表明された。特にコールドチェーンに関する技術的な研修についての効

果、研修後のフォローアップの重要性などについて意見が出された。また、地域研修に

より人材の能力強化が十分なところとそうでないところなど、レベルに差異が生じ始め

ていることから、今後の地域研修の役割・内容については、プロジェクトによりレビュ

ーを行うこととした。 
③国内研修の実施促進について 

対象国のうち、既に11カ国において国別研修を実施している。予算については、他ド

ナーの支援によるものが多い。多数の国から、特に国内研修の質の確保の観点から、カ

リキュラムや教材などについて技術的な支援がほしいとの要望が出されており、プロジ

ェクトにて対応する予定である。 
２）地域研修の将来的な自立運営について 

これまではプロジェクトが中心となって、研修の実施内容（計画、実施、評価、予算

など）について検討を行ってきたが、プロジェクト終了を見据え、今後はこの機能を

PIPSに移行していくことが必要である。地域研修は、大洋州地域の予防接種実施状況や

その課題を踏まえて、内容をその都度改善していくことが望ましいことから、PIPSの一

部として事務局的機能を持たせることが有効と考える。これに関し、PIPS参加国に意見

を求めたところ、既存の組織の中で対応することが望ましく、フィジーにて月例で実施

されているPIPS月例会議（PIPS Monthly Meeting）の技術作業部会（Technical Working 
Group）に担わせるのがよいのではないかとの意見がUNICEFより出された。これに基づ

き、2009年のPIPS会議での正式承認に向け、事務局的機能の具体化案（TORと組織化の計

画など）を同月例会議にて継続検討していく予定である。なお、地域研修の事務局機能

をPIPS内に設置することについて、今回のPIPSワークショップの勧告に含めることとし

た。 
 
（４）第二次中間評価の今後の予定 

今回の議論を踏まえて中間評価報告書の内容を修正し、2008年５月に調査団より対象13

カ国に対し修正案を送付した。５月中に先方政府からの確認を得て、６月に中間評価報告書

の最終版を確定した。 
 
（５）その他 

2009年PIPS会議の開催地は、日本・長崎県となる予定。 
 
（６）所 感 

PIPS会議では、参加国より議論や各国のプレゼンテーションの際に、日本に対する感謝

－20－



  

の意が終始表明されるほか、WHO、UNICEFからも日本の支援に対し謝辞が述べられており、

AusAID、NZAID、米国CDCなどの他ドナーも参加するなか、日本のプレゼンスは際立って

高い状況である。また、それでいて他ドナーからもJ-PIPSに対して好意的な発言がなされて

いる（在フィジー・オーストラリア大使館館員からも、今後JICAと協力をしていきたい旨、

個別に当方に話をしに来られている）。この理由として、日本による支援が研修実施に必要

な資金援助や機材の供与のみならず、専門家が実際に現地調査や現場でのコミュニケーショ

ンを通じてフォローを行っている点などの、きめの細かい対応が好意的に評価されているの

ではないかと強く感じた。 
他方で、予防接種事業は大洋州地域に限らず、どの途上国においても予算確保は十分で

なく、WHO/UNICEFのほか、GAVIなどの国際基金がワクチンやコールドチェーン機材の提

供及びヘルスシステム強化（人材育成を含む）を行っているのが実情である。大洋州地域の

多くはGAVI対象国とはなっていないことから、今後の新型ワクチン導入についても資金源

の目処が立っていない。 
このような状況下、地域研修や国内研修による人材育成の需要は依然高いことや、プロ

ジェクトの成果をさらに各国に定着させていく観点から、大洋州地域の広域協力として、中

長期的な戦略を持って、本プロジェクトの成果をベースとしたその後の支援について、積極

的に対応していきたいと考える。 
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